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令和 6年 lo月 25日

一般社団法人 中国における舟機器移植を考

代表6 ヨ
一　

　

　

　

一

．
γ

一
東京都新宿

L税器移植に関わる不正取引、非人道性が疑われる国への渡航移植等を防止するための

法整備等を求める意見書提出の陳情

陳情の趣旨

国際社会と足並みを揃え、舟機器移植に関わる不正な臓器取引、移植目的の渡航等を防止するための
法整備と適切なれ機器移植が行われる必要性について啓発を求める意見書を国へ提出することについて
陳情しまり乳

陳情の理由

世界では移植用臓器の不足を背景に、不正な臓器取引や移植目的の渡航が深刻化しており、日本人
が思わぬ医療事故や犯罪に巻き込まれるジスクは増加してぃます。

この状況に対し、国際社会は具体的な行動を起こしています。国際移植学会 (ws)および国際腎臓
学会 (IsN)は 2003年、人体器官の取引を犯罪とし、移植ツーッズムの防止を署名国 (13S力 国)に
求める「臓器取引と移植ツーリズムに関するイスタンブール宣言」を声明しました。不正な臓器移植
に対処する法律も各国で制定され、2008年のイスラエアレを筆頭に、2010年 スペイン、2015年 イタヅ
ア、2015年台湾、2019年カナダ、2019年ベルギー、2022年英国で関連法が整備されています。
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明」を表明しています。しかし、それに紺応する法律はいまだ整備されていません。

我が国の臓器提供は年間約 loo件程度にとどまり、希望者数の0,6%程度 (公益社団法人日本臓器移
植ネツトワーク出典)しか移植手術を受けられないといった、深刻なドナー不足があります。この現
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海外での臓器移植について、臓器提供元のはっきりしない申年旋を行つている事業者もあり、依然と
して渡航移植の危険性が存在しています。実際、国の認可を受けずに臓器移植の斡旋を行ったとし
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たり、医療機関が技術指導を行うなど、人道問題への取り組みに積極性を欠いているとの国際社会か
らの批判も受けています。

このような状況を踏まえ、貴鱗会におかれましては、国会及び政府に対し、臓器移植に関わる不正
なた機器駁引、移植目的の渡航等を防止するための法整備を求める意見書を提出することを強く要講致
しまづ
い
。

本意見書の提出は、我が国が人道問題に積極的に取り組み、国際社会における責任を果たすため、
そして、国民の生命と人権を守るための重要な一歩となります。貴議長殿をはじめとする議員各位に
は、本陳情にご理解いただき、意見書の提出にご尽力賜りますよう心よりお願い申し上げます。



1磯器移植に関わる不主な臓器取引、移植ツーリズム等を防止するための法整備等を求める
意見善 (案 )

世界的な移植用臓器の不足を背景に、1機器の確保を目的とする不正な1腕器取引、人身取
引、移植目的の渡航等が、世界における医療の倫理的問題や人権を侵害する大きな問題と
なっている。

このような問題に取り組むため、国際移植学会 (ws)お よび国際腎臓学会 (ISN)は
2008年 4月 に、臓器取引 。人身取引の犯罪化し、移植ツーリズムの防止を掲げた「臓器
取引と移植ツージズムに関するイスタンブール宣言Jを声明した。日本移植学会、日本臨 |

床腎移植学会、日本内科学会、日本腎れ載学会および日本透析医学会は 2022年 12月 、「移
植の恩恵は、非倫理的行為や搾取的な行為に依存することなく」「必要とする人々に分配
されなければならないJ等とする「イスタンブール宣言 2018 5学会共同声明Jを表明し
た。

国内では、現在約 1万 6500人 もの人が移植を希望し登録している (公益社団法人 日本
臓器移植ネットヮーク)が、臓器提供は年間で約 100件となっており、圧倒的な ドナー不
足が大きな課題である。この現状から、海外での臓器移植を求め渡航する人は後を絶たな
い。厚生労働省の調査によると、海外での臓器移植手術後、国内の医療機関に通院してい
る患者は、2023年 3月 末時点で 043人に上る。いっぽう、海外での臓器移植は手術後に忠
者が死亡する危険な事例もあるほか、連法な臓器売買を疑われた場合、帰国後、国内の医
療機関での診療を拒否される場合もある。

渡航移植は、邦人が思わぬ医療犯罪や非人道犯罪に巻き込まれる恐れがあるものの、我
が国には渡航移値を制限する法律はなく、いつ、どこで、誰が、どのような手術を受けた
のか、自治体や医療機関は確認することができない。したがって、臓器提供の透明性を確
保する制度の整備は必要である。前記宣言にならい、不正な臓器取引の禁止、移植ツージ
ズムの防止、さらには、適切で公正な臓器移植に関する啓蒙や教育の一層の強化も欠くこ
とはできない。

よつてOO議会は、国会及び政府に対し、臓器移植に関わる不正な臓器取引、移植目的
の渡航等を防止するための法整備等に早急に取り組むことを求める。

以上、地方自治法第。O条の規定により意見書を提出する。

令和   年 月   日

議会議長

衆議院議長

参議院議長

内閣総理大臣

厚生労働大臣



米連邦下院

2024年4月 25日、米連邦下院で
法輪功保護法案が可決した。

良′いの囚人らから強制的に臓器
を摘出する「臓器狩り」に関与
したものに制裁を科すことを定
めた、米国で初となる法案とな
る。

制裁には資産凍結、米国入国禁
止、経済的制裁、刑事罰などが
ある。
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臓器収奪の警告
国連人権特別報告官

2921年6月 14日、国連人権特
別報告官は中国に対する警告
を発表した。

拘束された少数民族や法輪功
学習者が、移植用臓器の摘出
対象になっているとの「信頼
できる情報」があるとした。

強制的な臓器検査と移植用デ
ータベースヘの登録が行なわ
れており、「)F常に警戒して
いる」と表明した。
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中国へ渡航移植
日本国厚生労働省

2023年 6月、厚生労働省が行つ
た実態調査で、中国で移植を受

けたのち日本の医療機関に通院

している患者は175人いること

がわかった。   |

調査は日本各地の医療機関

(203施設280診療科)を対象に
行われた。

供給されたドナー臓器の出所が

不明な中国で移植手術を受けれ

ば、人道犯罪におのずと加担し

てしまう恐れがある。

臓器収奪を非難
欧州議会

2024年 1月 18日、欧州議会は

中国共産党による法輪功や他
の少数派への迫害停止を求め

る決議を採択した。

無実の囚人からの臓器収奪は

「頻繁に」報告されていると

し、加担者に対して制裁を科

すようEU加盟国に求めた。

決議は非難対象を「中国」で

はなく「中国共産党」とし、

迫害政策は政権主導であるこ

とを強調した。
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